第１５章　賃金及び労働
概況
　昭和55年は第２次石油危機の影響を受け、国内民間需要が低迷し、前年までの民間需要中心の経済活動の拡大テンポは弱まった。こうした情勢の中で、労働経済の面でも鉱工業生産の低下により所定外労働時間の増勢が鈍化し、所定外給与に伸び悩みがみられた。また、消費者物価の上昇率が年間を通じて大幅な上昇をつづけたことから年間の実質賃金は初めてのマイナスを示した。常用雇用は比較的堅調に推移したが、経済活動の停滞を反映して求人が減少し、求人倍率は新規、有効ともしだいに低下したことから労働力需給改善の動きにも足踏み状態がみられた。
一般賃金水準の動向
　55年の大阪府の平均賃金の動きを毎月勤労統計調査結果からみると、常用労働者１人平均月間現金給与総額は調査産業計28万9996円で前年に比べ6.0パーセントの増加となった。この推移を49年からみると、49年(25.8パーセント増)､50年(12.2パーセント増)､51年(11.9パーセント増)､52年(9.0パーセント増)､53年(7.7パーセント増)、54年(6.1パーセント増)となり、品目賃金の伸びは年々鈍化の一途をたどってきたが、55年はほぼ前年と同じ伸びに止まった。一方、実質賃金の伸びは、49年(1.2パーセント増)､50年(0.1パーセント増)、51年(2.2パーセント増)､52年(1.2パーセント増)､53年(3.4パーセント増)､54年(2.7パーセント増)となり、55年は1.4パーセント減と初めてのマイナスを示した。これは消費者物価の上昇率が49年の24.4パーセント増の高騰から54年(3.3パーセント増)まで年々鎮静化をたどってきたが、55年は再び7.4パーセント増と大幅な上昇となったためである。
賃金格差と産業別平均賃金の動向
　事業所規模別に賃金の動きを１人平均月間現金給与総額でみると500人以上規模は33万542円で前年に比べ7.1パーセント増、100人から499人規模は29万1097円で5.7パーセント増、30人から99人規模は26万7374円で5.4パーセント増となり、中小規模事業所での伸びが小さくなっている。この結果、500人以上規模を100とした規模間賃金格差は100人から499人規模が88.1、30人から99人規模が80.9となり、それぞれ前年（100人から499人規模・89.5、30から99人規模･ 81.8）より格差を拡大した。
　つぎに産業別に現金給与総額をみると「電気・ガス・水道・熱供給業」が36万6566円で最高となり、ついで「金融・保険業」（34万9800円）、「不動産業」（31万6928円）の順とつづき、最低は「卸売業・小売業」の26万8908円となった。又、対前年比をみると「製造業」が7.2パーセント増と最も高い伸びとなり、ついで「卸売業・小売業」（6.9パーセント増）、「不動産業」（5.9パーセント増）、「サービス業」（5.3パーセント増）とつづき、他の産業は5パーセント台を割る低い伸びに止まり、最低は「建設業」の3.7パーセント増であった。
夏季・年末賞与の支給状況
　55年の夏季・年末賞与の受給状況を見ると、一人平均支給額は夏季が39万5750円で前年に比べ6.5パーセント増、年末が47万7426円で6.3パーセント増となり、夏季・年末とも伸びでは前年（夏季・8.8パーセント増、年末・7.8パーセント増）より低下した。しかし、定期給与に対する支給割合は、夏季が1.67ヵ月分、年末が2.05ヵ月分となり、それぞれ前年（夏季・1.66ヵ月分、年末･ 2.03ヵ月分）を若干上回った。
労働時間の動向
　55年の平均月間総実労働時間数は172.3時間で前年に比べ0.3パーセント減と50年（2.2パーセント減）以来５年ぶりに減少に転じた。これを所定内労働時間と所定外労働時間にわけてみると、時間数はそれぞれ159.6時間、12.7時間で、所定内は前年（159.9時間）より若干減少したが、所定外は前年と同じであった。対前年比では、それぞれ0.2パーセント減、2.3パーセント減とマイナスとなり、とくに所定外の伸びが51年以降の増加基調から50年（17.5パーセント減）以来５年ぶりの減少に転じたのが目立った。
労働市場と雇用の動向
　府下の職業安定所の職業紹介状況をまとめた「労働市場概要」による新規求人数は55年度の月平均で2万1566人で前年度比10.1パーセントの減少となり、２年つづいた増加から減少に転じた。一方､新規求職者数は２万2266人で求人とは逆に増加に転じ、前年度比6.0パーセントの増加となった。この結果、新規求人倍率（新規求人数を新規求職者数で割る）は0.97倍となり、前年度に1.14倍と１倍台の回復をみせたものの再び１倍を割った。
　又、常用雇用の動きを50年平均を100とした常用雇用指数でみると、55年は91.2で前年に比べ0.3 パーセント減となり、48年（0.3パーセント減）に前年水準を下回って以来連続して雇用水準の低下をつづけているが、50年（4.2パーセント減）を境に徐々に低下の幅を縮小しており、55年は前年（2.0パーセント減）より1.7ポイントと一層縮小幅を大きくしている。これを産業別にみると、「サービス業」で0.7パーセント増､「電気・ガス・水道・熱供給業」で0.3パーセント増と、前年と同様、この２産業が増加となったが、他の産業は減少を示した。しかし､「金融・保険業」（1.7パーセント減）を除いては各産業とも減少幅は小さく、前年の減少幅と比べるとかなりの減少幅の縮小をみせている。なお、生産活動と密接な関連をもつ「製造業」は0.6パーセント減となり45年（0.1パーセント減）にマイナスに転じて以来の1パーセントを割る低い減少に止まっている。
　つぎに、事業所規模別にみると、500人以上規模が0.8パーセント減、100人から499人規模が0.5パーセント減、30人から99人規模が0.1パーセント減と小規模事業所ほど減少幅が小さくなっている。また、男女別にみると、男子が0.7パーセント減、女子が0.3パーセント増となり、男子は依然として減少を続けているが、女子は46年以来９年ぶりに前年水準を上回った。
